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閉鎖性海域中長期ビジョン（案）の概要 

 

 

 

○現状の分析 

・閉鎖性海域の環境保全のために、事業場に対する総量規制基準

や下水道整備などの汚濁負荷削減対策を盛り込んだ水質総量削

減制度を昭和 54年度から６次にわたって実施。 

・汚濁負荷量は着実に削減されている。 

・閉鎖性海域の水質は改善しつつあるものの、環境基準達成率は

いまだに低い。 

 

○新たな水質目標 

・従来の基準項目であるＣＯＤは、状態を示す指標ではあるが、

水生生物に直接影響を及ぼすものではないため、わかりにくい

などの問題が指摘され、直感的に理解しやすい項目として、底

層ＤＯと透明度を新たな指標に設定。 

・底層ＤＯと透明度について、既存文献等の知見に基づく検討を

行い、今後の環境基準化を見据えた目標値を提案。 

 

○将来の水質予測とロードマップ 

・将来の人口動態や気象変動を考慮し、１km 格子、タイムステッ

プ 3～120 秒の設定で閉鎖性海域のシミュレーションモデルを

新たに構築。 

・平成 16 年度から平成 46 年度までの 30 年間について、各種汚濁

負荷削減対策の計画を盛り込んだ閉鎖性海域の水質のシミュレ

ーションを実施。 

・各種汚濁負荷削減対策を着実に実施することで、水質は今後、

着実に改善するとの予測。 

・各種汚濁負荷削減対策等については、ロードマップを提示。

資料４ 
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表 1 魚介類の生息域の確保のための底層ＤＯ目標の水域類型区分 

水域類型 水生生物の生息状況の適応性 
底層 DO 

目標値 

a 

溶存酸素の減尐に対する耐性が著しく弱い魚介類でも成魚及び未成

魚段階で生息できる水域及び b 類型以下の欄に掲げる水域。 

目標設定種：トラフグ 

5mg/L 以上 

b 

溶存酸素の減尐に対する耐性が弱い魚介類でも成魚及び未成魚段階

で生息できる水域及び c 類型以下の欄に掲げる水域。 

目標設定種：スズキ、マナマコ 

4mg/L 以上 

c 

溶存酸素の減尐に対する耐性が弱い魚介類を除く種が成魚及び未成

魚段階で生息できる水域及び d 類型の欄に掲げる水域。 

目標設定種：カサゴ、マダイ、ハタタテヌメリ、ネズミゴチ、マコガ

レイ、クルマエビ及びシャコ 

3mg/L 以上 

d 

溶存酸素の減尐に対する耐性が強い魚介類が成魚及び未成魚段階で

生息できる水域。 

目標設定種：マハゼ、ヨシエビ、サルエビ及びガザミ 

2mg/L 以上 

[備考] 
カサゴ、マダイ、ネズミゴチ、クルマエビ及びマナマコの溶存酸素の減尐に対する耐性は、魚介類の再生産
の場の確保のための底層ＤＯ目標（産卵行動及び貧酸素に脆弱な卵期・仔魚期・稚魚期（稚エビ期、稚ガニ
期）の段階での目標）から導いた値である。 

 

表 2 魚介類の再生産の場の確保のための底層ＤＯ目標の水域類型区分  

水域類型 水生生物の生息状況の適応性 
底層 DO 

目標値 

特 a 

溶存酸素の減尐に対する耐性が著しく弱い魚介類でも、産卵行動及び

卵期・仔魚期・稚魚期（稚エビ期、稚ガニ期等）の段階で利用できる

水域及び特 b 類型以下の欄に掲げる水域。 

目標設定種：トラフグ 

5mg/L 以上 

特 b 

溶存酸素の減尐に対する耐性が弱い魚介類でも、産卵行動及び卵期・

仔魚期・稚魚期（稚エビ期、稚ガニ期等）の段階で利用できる水域及

び特 c 類型以下の欄に掲げる水域。 

目標設定種：スズキ、ガザミ及びマナマコ 

4mg/L 以上 

特 c 

溶存酸素の減尐に対する耐性の弱い魚介類を除く種が、産卵行動及び

卵期・仔魚期・稚魚期（稚エビ期、稚ガニ期等）の段階で利用できる

水域及び特 d 類型の欄に掲げる水域。 

目標設定種：カサゴ、マダイ、ハタタテヌメリ、ネズミゴチ、マハゼ、

マコガレイ、クルマエビ及びシャコ 

3mg/L 以上 

特 d 

溶存酸素の減尐に対する耐性の強い魚介類が、産卵行動及び卵期・仔

魚期・稚魚期（稚エビ期、稚ガニ期等）の段階で利用できる水域。 

目標設定種：ヨシエビ、サルエビ 

2mg/L 以上 

[備考] 
1.スズキ、ヨシエビ及びサルエビの溶存酸素の減尐に対する耐性は、魚介類の生息域の確保のための底層Ｄ
Ｏ目標（成魚及び未成魚の段階での目標値）から導いた値である。 

2.カサゴ、マダイ及びネズミゴチの溶存酸素の減尐に対する耐性は、酸素消費量の測定実験（行動異常や斃
死が起こるＤＯレベルとの関係性が明らかでない）から設定された値である。 

 

表 3 無生物域の解消のための底層ＤＯ目標の水域類型区分 

水域類型 水生生物の生息状況の適応性 
底層 DO 

目標値 

e 

内湾域の底層を利用する魚介類以外を含めた水生生物のうち、貧酸素

耐性が最も強いと考えられる生物の生存が確保される水域。 

目標設定種：シノブハネエラスピオ 

2mg/L 以上 
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表 4 海藻草類の生育に必要な透明度の目標に係わる透明度目標値の水域類型区分 

水域類型 

海藻草類の生育状況の適応性 

透明度 

目標値 

生育下限水深（ｍ） 

透明度の低下に対す

る耐性が弱い海藻草

類でも生育できる水

域。 

目標設定種：アマモ 

透明度の低下に対す

る耐性が弱い海藻草

類を除く種が生育で

きる水域。 

目標設定種：アラメ 

透明度の低下に対す

る耐性が強い海藻草

類が生育できる水域。 

目標設定種：カジメ 

海藻草類 a 8 10 13 8m 以上 

海藻草類 b 6 7 9 6m 以上 

海藻草類 c 5 6 8 5m 以上 

海藻草類 d 4 5 6 4m 以上 

海藻草類 e 3 3 5 3m 以上 

 

表 5 親水利用からみた透明度の目標値の水域類型区分 

水域類型 利用目的の適応性案 
透明度 

目標値 

親水 a 海中展望・ダイビングに利用される水域 10ｍ以上 

親水 b 釣り、散策及び眺望に利用される水域 2ｍ以上 

親水 c 海水浴に利用される水域 1ｍ以上 

[備考] 

1.対象とする海域は、釣り場は指定水域全域、他の親水利用の場の沿岸から 500ｍ以内である。 

2.海中展望・ダイビングについて、これらの行為に利用されている海域で水深が 10ｍ以浅の場合は全透と

する。 
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東京湾における各水質項目の分布図 
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ロードマップ(案）

東京湾・全体ロードマップ

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31 H36 H41 H46

水質総量削減計画

東京湾再生行動計画

埼玉県生活排水処理施設整備構想

千葉県全域汚水適正処理構想

東京都下水処理施設整備構想

神奈川県生活排水処理施設整備構想

合流式下水道改善事業

家畜排せつ物の管理の適正化及び利用
の促進に関する法律

持続性の高い農業生産方式の導入の促
進に関する法律

持続的養殖生産確保法

ＣＯＤ排出負荷量

Ｔ－Ｎ排出負荷量

Ｔ－Ｐ排出負荷量

注1）昭和54年度～平成16年度は実績値、以降は予測値　注2）Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐの昭和54年度～平成6年度は関係都府県による推計値

東京湾流域別下水道整備総合計画
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東京都

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次

東京湾流総計画② 基準年は平成4年度、目標年は平成24年度

東京湾流総計画③基準年は平成16年度、目標年は平成36年度

東京湾再生のための行動計画

現在、第７次水質総量削減の在り方を検討中

埼玉県

千葉県 平成29年度は中間目標年度、同年において86%の処理率を目標

年度は特に設定されていない

神奈川県

基準年は昭和50年度、目標年は昭和70年度

連携

目標年度

目標年度において生活排水の処理率は概ね９割

平成22年度において概ね100%の処理率を目標

ＣＯＤの規制開始 T-N,T-Pの規制開始
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東京湾流総計画①

中小都市

大都市
目標として、汚濁負荷を分流式下水道並みにする等合流式下水道越流水対策と暫定指針（昭和57年）等により環境改善に向けた動き

平成11年度制定(家畜排せつ物の管理の適正化を図るための措置及び利用を促進するための支援措置を講

ずることにより、我が国畜産の健全な発展を図るため)

平成11年度制定(環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図るため)

平成11年度制定(持続的・安定的な養殖生産の実現を図るため)
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1. はじめに 

内湾、内海、河口域など陸域に囲まれた閉鎖性の高い海域は、その恵まれた自然条件か

ら、古くから漁場、産業活動の場、海上交通及びレクリエ－ションの場として利用され、

その沿岸域に住む人々の豊かな日常生活を支えるとともに様々な文化を育んできた。一方

で、その物理的な形状ゆえに海水の交換が悪く、環境汚染に対して脆弱であるという性質

を有し、東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海等の閉鎖性海域では、高度経済成長以降、海域の汚

濁に伴う水生生物や漁業への被害、親水利用における障害など様々な社会問題が発生して

きた。 

これらの問題に対処するため、瀬戸内海環境保全特別措置法の制定や水質総量削減制度

の実施をはじめとして、事業者や関係する行政機関のたゆまぬ努力により、かつての著し

い水質汚濁は改善されてきた。 

しかしながら、全体的には水環境の改善が十分には進んでいるとは言いがたく、赤潮の

発生や、海域によっては夏季の底層を中心に貧酸素水塊が発生し、水生生物の生息・生育

及び再生産に影響を及ぼしているなどの状況が依然としてみられていた。 

一方で、地球温暖化問題や生物多様性保全の問題が国際社会の大きな焦点になっていく

ことが確実な動きとなっていくなかで、今後の閉鎖性海域における水環境問題について、

幅広い視点から検討する必要があると考えられた。 

このような状況に鑑み、「第６次水質総量規制の在り方について」（平成１７年５月中央

環境審議会答申）においても、今後の課題として、「海域環境の変化や新たな科学的知見を

踏まえ、指定水域の目標とすべき水質とその評価方法について、検討を行う必要がある」

こと及び「閉鎖性海域の水環境を改善するためのより効果的な在り方について、検討を行

う必要がある」ことをあげている。 

これを受けて平成１８年度より、学識経験者及び関係省庁の参加を得て「今後の閉鎖性

海域対策に関する懇談会」を設置し、閉鎖性海域において魚介類等の水生生物や海藻草類

の生息・生育する場及び親水利用の場等を保全するに当たり、目標とすべき水質とその評

価方法及び水質を改善するための施策の中長期的な在り方について議論を行ってきた。こ

の議論を踏まえ、平成１９年３月に、「今後の閉鎖性海域対策を検討する上での論点整理」

をとりまとめ、閉鎖性海域の目指すべき水環境の目標設定に関する要件及び留意事項を整

理するとともに、水環境改善に向けたロードマップの提示が必要であるとした。 

これを踏まえ、平成１９年度より、「閉鎖性海域中長期ビジョン策定に係る懇談会」（以

下、「懇談会」という。）を設置し、更なる検討を進め、閉鎖性海域の目指すべき水環境の

目標と指定水域への適用等及び水環境改善に向けたロードマップとそのシナリオについて

議論を行ってきた。 

 

本報告書は、これまでの議論を踏まえ、今後の閉鎖性海域対策を検討する上での目指す

べき水環境の目標及び目標に向けたロードマップ等について、閉鎖性海域中長期ビジョン

として取りまとめたものである。 
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2. 閉鎖性海域環境保全のための現在までの取組 

2.1 閉鎖性海域環境保全の経緯 

東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海等の閉鎖性海域は、外洋と比べ水深が浅く、流域からの豊

富な栄養塩類が供給されることなどから、生産性が高く、多くの水生生物が生育・生息す

る場となっている。人々にとっても、漁場として利用する他、海象が穏やかなことなどか

ら、港湾や海運といった多面的な利用がなされてきた。また、閉鎖性海域に流入する河川

流域には、平野が広がるなど人間活動に適した立地条件であることから、多くの人々が暮

らし、海辺は憩いの場として利用されてきた。 

他方、閉鎖性海域は、流域からの負荷が流入・滞留しやすく、内部生産や底質からの溶

出と相まって、水質の改善がなかなか見られず、水域によっては水生生物等の生育・生息

に障害を生じることとなる。特に東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海等では、高度経済成長以降、

人口及び産業の集中による汚濁負荷の増大、浅海域の埋立による浄化能力の低下等により、

海域の汚濁に伴う水生生物、親水利用、漁業への被害等様々な社会問題が発生した。 

このため、昭和４５年に「水質汚濁防止法」が制定され、翌年より事業場等からの排水

に対し、化学的酸素要求量（以下、「ＣＯＤ」という。）を指定項目とした濃度規制を開始

した。その後も瀬戸内海では大規模な赤潮被害が頻発したことから、昭和４８年に「瀬戸

内海環境保全臨時措置法」が議員立法で制定され、産業系ＣＯＤ負荷量の１／２カットが

実施された。昭和５３年には、「水質汚濁防止法」及び「瀬戸内海環境保全特別措置法」の

改正により、ＣＯＤを指定項目とした水質総量削減制度を導入し、昭和５４年に第１次の

総量削減基本方針を策定した。これに基づき、昭和５５年から東京湾、伊勢湾及び瀬戸内

海を対象に、その集水域を指定地域とした総量削減を適用した。 

一方、海域に流入する窒素及びりん等の栄養塩類が過剰になるいわゆる富栄養化により、

海域で植物プランクトンの増殖が活発化して水質が悪化することが問題となり、総量削減

対象海域の関係都府県では、栄養塩類の流入を削減する取組が順次進められてきた。瀬戸

内海においては、「瀬戸内海環境保全特別措置法」に基づく関係府県が定める指定物質削減

指導方針により、昭和５５年度からりんの削減指導が行われ、平成８年度には窒素が指定

物質に追加された。また、東京湾及び伊勢湾においても、昭和５７年度から関係都県が策

定する富栄養化対策指導指針に基づき、窒素及びりんの削減指導が行われてきた。 

国においても平成５年から、「水質汚濁防止法」に基づき、全国８８の閉鎖性海域を対象

とした窒素及びりんの排水濃度規制を実施すると同時に、全窒素（以下、「Ｔ－Ｎ」とい

う。）及び全りん（以下、「Ｔ－Ｐ」という。）の環境基準の類型指定の当てはめを開始した。 

平成１３年に策定された第５次総量削減基本方針では、Ｔ－Ｎ及びＴ－Ｐを指定項目に

追加し、平成２１年度を目標年次とした第６次総量削減においても、引き続きＣＯＤ、

Ｔ－Ｎ及びＴ－Ｐの削減計画が策定され、閉鎖性海域に流入する汚濁負荷対策が実施され

ている。 

 

2.2 汚濁負荷削減に関する取組 

水質総量削減制度においては、環境大臣が、総量削減海域ごとに目標年度、発生源別及
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び都府県別の削減目標量等に関する総量削減基本方針を定め、これに基づき、関係都府県

知事が、削減目標量を達成するための総量削減計画を定めることとされている。削減目標

量を達成するための具体的な方途としては、下水道の整備等の生活系排水対策、指定地域

内事業場（日平均排水量が５０ｍ３以上の特定事業場）の排出水に対する総量規制基準の適

用、小規模・未規制事業場･農業・畜産業・養殖業等に対する削減指導、市街地や山林地表

面からの流出負荷の抑制及び制御、発生量の抑制を中心とした土地からの流出対策等があ

る。 

 

（1）生活系汚濁負荷量の削減対策 

昭和５４年度から平成１６年度までの指定地域における人口推移を見ると、東京湾では

１９％、伊勢湾では１４％、瀬戸内海では５％増加しており、平成１６年度における人口

は、それぞれ２，７３２万人、１，０６８万人、３，０１６万人となっている。指定地域

の面積が全国の２０％に満たない一方で、指定地域内の人口は全国の５０％を超えている。 

このように人口が集中している指定地域において、生活系汚濁負荷量を削減するため、

下水道、浄化槽、農業集落排水施設等の生活排水処理施設が整備されている。その結果、

指定地域内の生活排水処理率は年々向上しており、昭和５４年度から平成１６年度までに、

東京湾では４８％から９１％、伊勢湾では３０％から６９％、瀬戸内海では３５％から

７６％まで増加している。 

また、指定地域における下水道の高度処理（ＣＯＤに係るものを含む。）導入も進展して

おり、平成１６年度から平成１９年度までに、高度処理人口普及率は、東京湾では

１０．８％から１４．７％まで、伊勢湾では２０．４％から２５．２％まで、大阪湾では

３７．８％から４３．０％まで、大阪湾を除く瀬戸内海では１１．４％から１３．７％ま

で向上している。 

さらに、平成１５年度に下水道法施行令を改正し、合流式下水道の改善対策を確実に進

めていくため、その施設の構造及び放流水の水質の両面から必要な基準を制定した。また、

平成 12 年に浄化槽法を改正し、単独処理浄化槽を浄化槽の定義から削除し、合併処理浄化

槽のみを浄化槽として定義した上で、浄化槽の設置を義務化した。 

その他、各家庭における生活排水対策に関する住民意識の啓発等が進められている。 

 

（2）産業系汚濁負荷量の削減対策 

産業系汚濁負荷量の削減として、水質総量削減制度による指定地域内事業場を対象とし

たＣＯＤの削減が昭和５５年から、Ｔ－Ｎ及びＴ－Ｐの削減が平成１３年からそれぞれ実

施されている。小規模事業場や未規制事業場に対しては、都府県及び政令市による上乗せ

排水基準の設定、その他排水規制及び削減指導が行われている。 

一般的に産業系の汚水処理は、生物処理、凝集処理、ろ過処理及びこれらの組合せによ

り行われている他、大規模な事業場の中には、ＣＯＤ対策として濃厚廃液の焼却処理、酸

素ばっ気活性汚泥処理、化学酸化処理が、窒素対策として濃厚廃液の焼却処理、生物硝化

脱窒処理、アンモニアストリッピング、膜による硝酸回収を実施している事業場もある。 

指定地域内事業場以外の工場･事業場に対しては､都府県による上乗せ排水基準の設定､そ
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の他の条例による排水規制に加えて､都府県・政令市により汚濁負荷量の削減に関する指導

が行われている｡ 

 

（3）その他系汚濁負荷量の削減対策 

農業については、平成１７年度から、新たな食料・農業・農村基本計画に基づき、我が

国農業生産全体の在り方を、環境保全を重視したものに転換することとしている。平成１

７年３月に農業者が環境保全に向けて最低限取り組むべき規範（農業環境規範）が策定さ

れ、平成１９年度から、地域でまとまって化学肥料等の使用を大幅に低減する先進的な営

農活動に対する支援が開始された。この結果、たい肥等による土づくりと化学肥料等の使

用低減に取り組む農業者（エコファーマー）数は着実に増加し、全国合計で平成１６年度

末の７５，６９９件から平成２０年度末には１８５，８０７件まで増加した。また､平成１

８年に「有機農業の推進に関する法律」が制定され、平成２０年度から化学肥料等を使用

しない有機農業への支援が開始された。 

畜産農業については、平成１６年に「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関

する法律」が完全施行され、家畜排せつ物の処理・管理の基準（管理基準）を定め、畜産

農家による遵守が義務づけられた。その結果、管理基準対象農家の９９．９％が管理基準

に適合している。 

養殖漁業については、平成１９年に閣議決定された水産基本計画において、漁場改善計

画の策定を促進し、窒素等の物質循環を可能とするための魚類・貝類養殖と藻類養殖を組

み合わせた複合養殖技術の確立を図るほか、低環境負荷飼料の開発を推進するとされてい

る。その結果、平成２１年１月現在において、全国で３６７の漁場改善計画が策定された

ほか、環境負荷を低減しつつ効率的な養殖生産方法の検討や環境負荷原因を除去しつつ生

産性を高める生産システムの開発も進められている｡ 

その他、市街地については、雨水浸透施設の設置による表面流出の抑制及び路面清掃の

実施による汚濁物質の発生量抑制等、山林については、適正な森林伐採による土砂流出抑

制等により汚濁負荷削減が進められている。 

 

2.3 海域での環境改善の取組 

総量削減対象海域の沿岸域では、高度経済成長期を中心として、産業用地及び物流機能

等を確保するための埋立が行われたことにより、干潟・藻場が急速に消失してきた。この

ような沿岸域においては、残された貴重な干潟・藻場等を可能な限り保全するとともに、

失われた干潟・藻場等の再生に向け、自然再生法に基づく自然再生事業や、浚渫土砂等を

活用した干潟、浅場等の再生が推進されている。 

底質の悪化が著しい海域においては、生物生息環境の改善や底泥からの栄養塩類等の溶

出抑制を図るため、覆砂及び浚渫事業が実施されている。また、指定水域内には埋立用材

の採取等による大規模な窪地が点在しており、貧酸素水塊を発生させる一因となっている

ことから、これら窪地の埋め戻しも行われている。 

さらに、瀬戸内海の海域生態系に影響が懸念される海砂利採取については、現在は各府

県により採取禁止や採取量の抑制などの対応がなされている。 
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また、東京湾、伊勢湾、大阪湾、広島湾では全国海の再生プロジェクトの一環として湾

の再生行動計画が策定されており、国や自治体等の関係機関が連携して水環境の保全・再

生に向けた取組が進められている。 

 

2.4 これまでの成果 

（1）汚濁負荷量の削減 

東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海では、５次にわたる水質総量削減等により、汚濁負荷量の

大幅な削減が図られてきた。ＣＯＤは、昭和５４年度から平成１６年度までに、東京湾に

おいて５６％、伊勢湾において３９％、瀬戸内海において４５％がそれぞれ削減されてい

る。また、平成１１年度から平成１６年度までに、Ｔ－ Ｎは、東京湾において１８％、伊

勢湾において１０％、瀬戸内海において２０％がそれぞれ削減され、Ｔ－Ｐは、東京湾に

おいて２７％、伊勢湾において２９％、瀬戸内海において２４％がそれぞれ削減されてい

る。平成２１年度までの第６次水質総量削減においても、汚濁負荷量の更なる削減が行わ

れている。（図 1） 

 

（2）水質の変化 

東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海における水質の水平分布を、水質総量削減が開始された当

時の昭和５７～５９年度と近年の平成１８～２０年度とで比較すると、ＣＯＤは、東京湾

の各測定地点において低下しており改善傾向が見られる。また、伊勢湾及び瀬戸内海につ

いては、一部でＣＯＤが上昇した地点も見られるが、顕著な汚濁域は減少している。（図 2、

図 3、図 4） 

Ｔ－Ｎは、東京都の湾奥部で汚濁域の減少が見られ、東京湾央部から湾口部にかけても

改善傾向が見られる。伊勢湾及び瀬戸内海についてはともに、濃度が上昇した測定地点も

見られるが、顕著な汚濁域が減少している（図 5、図 6、図 7）。 

Ｔ－Ｐは、東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海いずれも濃度が上昇した測定地点が見られる一

方、顕著な汚濁域は減少している（図 8、図 9、図 10）。 

 

（3）赤潮及び青潮（苦潮）の発生状況 

赤潮の発生件数は、東京湾においては、昭和５４年から現在に至るまで横ばいで推移し

ている。伊勢湾及び瀬戸内海においては、平成の初め頃まで減少傾向がみられ、近年は横

ばいで推移している。また、瀬戸内海における赤潮の発生に伴う養殖魚類の斃死といった

漁業被害件数は、昭和５０年のピーク時に年間２９件あったが、近年は年間１０件程度と

なっている。（図 11、図 12） 

汚濁が進行した閉鎖性海域では、底泥に堆積した有機物の分解等により海水中の溶存酸

素が消費され、硫化水素が発生する。また、夏季を中心に海水が成層化することで底層へ

の酸素供給量が減少し、生物が生息できない程の貧酸素水塊が底層に形成される。この硫

化水素を大量に含んだ貧酸素水塊が気象条件等により沿岸域へ湧昇した際に酸化され、硫

黄酸化物が生成される現象を青潮と呼び（苦潮とも呼ぶ。）、沿岸域に生息する貝類が死滅
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するなどの被害が発生している。青潮の発生件数は、昭和６０年前後に東京湾では年１０

件程度、三河湾では年１５件程度あったが、近年は５件程度に減少している。（図 13） 
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備考１）点線の棒グラフは、関係都府県による推計値 

備考２）平成 21 年度の値は削減目標量 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省）及び関係都府県による推計結果 

図 1 汚濁負荷量及び栄養塩負荷量の推移 
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昭和 57～59 年度の平均値 平成 18～20 年度の平均値 

平成 18～20 年度の平均値 昭和 57～59 年度の平均値  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）各図に示す期間において測定されたＣＯＤの平均値より作図した。 

注２）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定されたＣＯＤを表し、分布は測定結果から作成した。 

図 2 東京湾におけるＣＯＤの水平分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）各図に示す期間において測定されたＣＯＤの平均値より作図した。 

注２）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定されたＣＯＤを表し、分布は測定結果から作成した。 

図 3 伊勢湾におけるＣＯＤの水平分布 
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備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）各図に示す期間において測定されたＣＯＤの平均値より作図した。 

注２）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定されたＣＯＤを表し、分布は測定結果から作成した。 

図 4 瀬戸内海におけるＣＯＤの水平分布 

平成 18～20 年度の平均値

昭和 57～59 年度の平均値
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平成 18～20 年度の平均値 昭和 57～59 年度の平均値 

平成 18～20 年度の平均値 昭和 57～59 年度の平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）各図に示す期間において測定されたＴ－Ｎの平均値より作図した。 

注２）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定されたＴ－Ｎを表し、分布は測定結果から作成した。 

図 5 東京湾におけるＴ－Ｎの水平分布 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）各図に示す期間において測定されたＴ－Ｎの平均値より作図した。 

注２）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定されたＴ－Ｎを表し、分布は測定結果から作成した。 

図 6 伊勢湾におけるＴ－Ｎの水平分布 
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昭和 57～59 年度の平均値

平成 18～20 年度の平均値

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）各図に示す期間において測定されたＴ－Ｎの平均値より作図した。 

注２）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定されたＴ－Ｎを表し、分布は測定結果から作成した。 

図 7 瀬戸内海におけるＴ－Ｎの水平分布 
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平成 18～20 年度の平均値 昭和 57～59 年度の平均値 

平成 18～20 年度の平均値 昭和 57～59 年度の平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）各図に示す期間において測定されたＴ－Ｐの平均値より作図した。 

注２）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定されたＴ－Ｐを表し、分布は測定結果から作成した。 

図 8 東京湾におけるＴ－Ｐの水平分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）各図に示す期間において測定されたＴ－Ｐの平均値より作図した。 

注２）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定されたＴ－Ｐを表し、分布は測定結果から作成した。 

図 9 伊勢湾におけるＴ－Ｐの水平分布 
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昭和 57～59 年度の平均値

平成 18～20 年度の平均値

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）各図に示す期間において測定されたＴ－Ｐの平均値より作図した。 

注２）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定されたＴ－Ｐを表し、分布は測定結果から作成した。 

図 10 瀬戸内海におけるＴ－Ｐの水平分布 
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出典）関係都府県資料 

図 11 東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海における赤潮発生件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）関係都府県資料 

図 12 瀬戸内海における赤潮発生及び漁業被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）関係都府県資料 

図 13 東京湾及び三河湾における青潮(苦潮)の発生状況 
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3. 閉鎖性海域の水環境における課題とその対応方針 

3.1 現在の閉鎖性海域で生じている課題 

（1）水質改善の進捗鈍化 

ＣＯＤを海域別の平均値でみると、東京湾及び大阪湾では、平成の初めまで低下傾向が

見られるが、近年は横ばい傾向にある。伊勢湾（三河湾を除く。）では、昭和５０年代から

横ばいで推移しており、瀬戸内海（大阪湾を除く。）ではわずかに上昇傾向が見られる。

（図 14） 

また、Ｔ－Ｎ及びＴ－Ｐについては、東京湾及び大阪湾では、近年まで低下傾向が見ら

れるが、伊勢湾及び瀬戸内海（大阪湾を除く。）では、昭和５０年代から横ばいで推移して

いる。（図 15、図 16） 

このように、東京湾、伊勢湾及び大阪湾の水質は、一部で改善がみられるものの、近年

は総じて横ばい傾向にある。 

 

（2）貧酸素水塊の形成 

東京湾、伊勢湾及び大阪湾では、海水が成層化する夏季を中心に、底層部分において貧

酸素水塊が発生している。 

夏季底層の溶存酸素（以下、「ＤＯ」という。）を海域別の平均値でみると、昭和５０年

代から現在に至るまで、東京湾については３ｍｇ／Ｌ台、三河湾及び大阪湾については

４ｍｇ／Ｌ前後で横ばい傾向にある。（図 17）。 

東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海における夏季底層ＤＯの水平分布を、水質総量削減が開始

された当時の昭和５７～５９年度と近年の平成１８～２０年度とで比較すると、東京湾で

は、湾奥部において貧酸素傾向が強く、いずれの年代も湾奥部に底層ＤＯが２ｍｇ／Ｌを

下回る海域が広く存在している。伊勢湾（三河湾を除く。）では、湾央部において底層ＤＯ

の低下が見られ、貧酸素傾向が強くなっている。瀬戸内海では、全体として変わりはなく

概ね良好であるが、大阪湾ではいずれの年代も湾奥部を中心に底層ＤＯが低下する傾向が

みられる。（図 18、図 19、図 20） 

東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海の関係都府県等における調査によれば、大規模な貧酸素水

塊が数ヶ月にわたって存在していることが明らかになっている。（図 21、図 22、図 23） 

また、環境省の広域総合水質調査の結果では、夏季に底層ＤＯが低下した海域では、底

生生物の個体数及び種類数が少なくなる状況が確認されており、貧酸素水塊の発生が、底

生生物の生息に影響を及ぼしていると考えられる。（図 24、図 25） 

 

（3）干潟・藻場等の浅海域消失と海藻草類の生育阻害 

閉鎖性海域では、これまで水深の浅い海域を中心に埋立等が行われてきた。特に高度経

済成長以降は、沿岸部で大規模な埋立等が行われ、多くの干潟・藻場等の浅海域が消失し

ている。 
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東京湾における干潟の面積は、昭和２０年（１９４５年）と比較すると昭和５３～５４

年（１９７８～７９年）では大幅に減少しているが、その後は若干ながら面積の回復がみ

られる。一方、藻場の面積は、昭和５３～５４年（１９７８～７９年）以降に大きな変化

はみられない。（図 26） 

伊勢湾における干潟の面積は、昭和３０年（１９５５年）と比較すると平成１２年

（２０００年）には大幅に減少している。藻場の面積も、昭和５３～５４年（１９７８～

７９年）以降減少傾向にある。（図 27） 

瀬戸内海における干潟の面積は、昭和２４年（１９４９年）から平成７年（１９９５

年）にかけて徐々に減少しており、平成７年（１９９５年）から平成１８年（２００６

年）にかけては若干の回復がみられる。一方、藻場の面積は、種類別にみるとアマモ場が

昭和３５年（１９６０年）から昭和４６年（１９７１年）にかけて大幅に減少し、その後

は増加に転じている。ガラモ場及びその他の藻場については昭和５３年（１９７８年）以

降増加している。（図 28） 

残された浅海においても、透明度の低下が海藻草類の生育を阻害しているとの報告があ

る1。夏季の透明度を海域別の平均値でみると、大阪湾では上昇傾向が見られるが、東京湾、

三河湾及び瀬戸内海（大阪湾を除く。）では、昭和５０年代から現在に至るまで、横ばい傾

向にある。（図 29） 

また、東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海における透明度の水平分布を、水質総量削減が開始

された当時の昭和５７～５９年度と近年の平成１８～２０年度とで比較すると、東京湾で

は、千葉県の沿岸部では上昇しているが、神奈川県の沿岸部でやや低下している。伊勢湾

及び瀬戸内海では分布に大きな変化が見られていない。（図 30、図 31、図 32） 

このように、生物の再生産及び海域の浄化において重要な役割を担うと考えられる干

潟・藻場等の浅海域は、近年に一部で回復傾向がみられるものの、それ以前に大幅な減少

が生じている。また、残された藻場等においても、透明度の改善が見られないことにより、

海藻草類の生育に障害が生じていると考えられる。 

 

                            
1 中村(2007)伊勢・三河湾における環境修復の事例と意義，伊勢湾再生研究シンポジウム資料 
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出典）広域総合水質調査（環境省） 

図 14 海域別のＣＯＤの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）広域総合水質調査（環境省） 

図 15 海域別のＴ－Ｎの推移 
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出典）広域総合水質調査（環境省） 

図 16 海域別のＴ－Ｐの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）広域総合水質調査（環境省） 

図 17 海域別の夏季底層におけるＤＯの推移 
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備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）図は、広域総合水質調査で行われている四季調査のうち、一般的に底層ＤＯが低下する傾向にある夏

季調査の結果を用いて作成した。 

注２）作成する年度としては、水質総量削減制度が開始された当初の状況として昭和５７年度から昭和５９

年度の３年度を、最近の状況を示すものとして平成１８年度から平成２０年度をそれぞれ抽出した。 

注３）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定された底層のＤＯを表し、分布は測定結果から内想及び外想定

を行うことにより作成した。 

 

図 18 東京湾における夏季底層ＤＯの分布 

昭和 57 年度夏季（7 月）調査結果 昭和 58 年度夏季（8 月）調査結果 昭和 59 年度夏季（8 月）調査結果

平成 18 年度夏季（8 月）調査結果 平成 19 年度夏季（8 月）調査結果 平成 20 年度夏季（8 月）調査結果
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備考）「広域総合水質調査」（環境省）より作成 

注１）図は、広域総合水質調査で行われている四季調査のうち、一般的に底層ＤＯが低下する傾向にある夏

季調査の結果を用いて作成した。 

注２）作成する年度としては、水質総量削減制度が開始された当初の状況として昭和５７年度から昭和５９

年度の３年度を、最近の状況を示すものとして平成１８年度から平成２０年度をそれぞれ抽出した。 

注３）図中の数字は、近傍黒丸地点での測定された底層のＤＯを表し、分布は測定結果から内想及び外想定

を行うことにより作成した。 

 

図 19 伊勢湾における夏季底層ＤＯの分布 

昭和 57 年度夏季（7 月）調査結果 昭和 58 年度夏季（8 月）調査結果 昭和 59 年度夏季（8 月）調査結果

平成 18 年度夏季（8 月）調査結果 平成 19 年度夏季（8 月）調査結果 平成 20 年度夏季（8 月）調査結果




